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（注１）平成29年度までは決算、平成30年度は予算による。 
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減少 
    を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するた 
    めの年金特例公債を除いている。 

一般会計における歳出・歳入の状況 
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平成は鰐の口が開き 
続けた30年だった 
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債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比） 

（％） 

暦 年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

日 本 162.7  171.7  176.8  176.4  175.4  183.4  201.0  207.9  

米 国 58.4  65.8  65.2  64.1  64.6  73.7  87.0  95.7  

英 国 35.7  38.7  39.9  40.8  41.9  49.9  64.1  75.6  

ド イ ツ 63.1  64.8  67.0  66.5  63.7  65.2  72.6  80.9  

フ ラ ン ス 64.1  65.7  67.2  64.4  64.4  68.7  82.9  85.1  

イ タ リ ア 100.5  100.1  101.9  102.6  99.8  102.4  112.5  115.4  

カ ナ ダ 76.2  72.1  70.9  70.1  66.8  67.8  79.3  81.1  

                  

暦 年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

日 本 222.1  229.0  232.5  236.1  231.3  235.6  236.4  236.0  

米 国 100.0  103.5  105.4  105.1  105.3  107.2  107.8  108.0  

英 国 81.3  84.5  85.6  87.4  88.2  88.2  87.0  86.3  

ド イ ツ 78.6  79.8  77.4  74.7  71.0  68.2  64.1  59.8  

フ ラ ン ス 87.8  90.7  93.5  95.0  95.8  96.6  97.0  96.3  

イ タ リ ア 116.5  123.4  129.0  131.8  131.5  132.0  131.5  129.7  

カ ナ ダ 81.5  84.8  85.8  85.0  90.5  91.1  89.7  86.6  

（出典）IMF "World Economic Outlook Database"（2018年4月） 
（注１）数値は一般政府ベース。 
（注２）本資料はIMF "World Economic Outlook Database"による2018年4月時点のデータ 
    を用いており、2018年度予算の内容を反映しているものではない。 
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戦前からの債務残高の推移 

（資料）財務省 



ギリシャ危機 

 国民生活への影響 
 公的債権団からの要求により、2010年以降、失業率も大幅に悪化する中、大幅な増税、年金支給額の削減など、 
急激な改革を実施。その結果、改革に不満を持つ国民によるデモやストライキも多発。 
 

 付加価値税の税率引上げ：牛肉、交通費、レストラン等13%→24%、ホテル6.5%→13% 

 所得税の課税対象最低所得額の引下げ：年間12,000ユーロ→年間5,000ユーロ 

 

 支給開始年齢 

早期退職により55歳から受給可能→段階的に男女とも原則67歳から支給、早期退職者にはペナルティー 

 基礎的年金支給額（月額） 

15年以上勤務した者は486ユーロ→20年以上勤務した者は384ユーロ、20年未満の者はさらに減額 

 年金給付額の削減 

年金受給者へのクリスマス、イースター、夏季ボーナス→廃止 

 

 

 国有資産売却を推進し、国内最大の港湾ピレウス港の管理に係る株式67%の中国企業への売却が合意。 
他にも、鉄道事業や旅客機、ホテル等、様々な資産が売却対象となっている。 

 

 

 2015年のチプラス政権への交代による危機再燃時、預金の流出を抑えるため、一時休業と資本規制（１口座当たりの 
預金の引き出しは１日60ユーロまで）を導入（引出上限は緩和されたものの、現在も規制解除時期は未定。） 

（資料）財務省 

 増税 

 年金改革 

 国有資産の売却 

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 

9.6% 12.7% 17.9% 24.4% 27.5% 26.5% 25.0% 23.8% 21.9% 20.9% 

 資本規制 

 失業率の悪化 
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家計と民間非金融法人企業の資金過不足 

（資料）日本銀行 

①家計の資金過不足 ②民間非金融法人企業の資金過不足 
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国債の保有・流通市場の状況 

（資料）財務省 



先例はある(1997年6月23日) 
橋本龍太郎首相、コロンビア大講演での質疑応答で 

1997年6月24日 日本経済新聞夕刊1面 

1997年6月25日 日本経済新聞3面 
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総選挙の年齢別投票率 
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17年6月 英総選挙年齢別投票率 
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タダより高いものはない 
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